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第 1章 日タイ障害者就労制度の概要 


















































































制へ移行してから 20番目のものとなった（表 1）。現行法は、2014年 5月のクーデターによっ




クーデター 暫定憲法（公布日） 恒久憲法（公布日） 
1958/10/20 1959/01/28 1968/06/20 
1971/11/17 1972/12/15 1974/10/07 
1977/10/20 1977/11/09 1979/04/22 
1991/02/23 1991/03/01 1991/12/09 
2006/09/19 2006/10/01 2007/12/23 























































































































































24 旧法の構成は、第 1 章：総則(1～7 条)、第 2 章（8～25 条）：国王、第 3 章（26～69 条）：国民の権利と自由、
第 4 章：（70 ～74 条）国民の義務、第 5 章（75～87 条）国の基本政策指針である。 
25 旧法 49 条は改正により、1項は現行法 54条 1 項、2 項は 5 項、3 項は現行法 3 項となった。 
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項目 旧制度（障害者法17～20条） 現行制度（障害者法23～35条） 
目的 障害者雇用の促進 障害者雇用促進の強化 
対象事業者 民間企業 民間企業＋公的機関 
雇用義務の性質 雇用促進の努力義務 雇用する義務 
事業者の範囲 従業員200人以上 従業員・職員100人以上 
雇用割合 0.5％ 1％ 
代替措置 納付金拠出 納付金拠出＋みなし雇用 
納付金額 最低賃金0.5×365日×不足数 最低賃金×1.0×365日×不足数 















































26 実雇用および納付金拠出の場合は給与額・納付額の 200％、みなし雇用の場合はその費用の 100％が税金控除
される。また、障害者数が従業員の 6 割以上の場合は 300％の税金控除が受けられる。 
27 公表するかどうかは委員会の裁量によるため、毎年公表する義務はない。 












額から 19 万バーツ(約 60 万円)が差し引かれるという税的処遇を定めている。障害者の配偶者、
親、子供、配偶者の親、障害者生活向上法において認定を受けた介助者についても、控除の対象
となるが、控除額は 6万バーツ（約 18万円）であると規定されている（省令 182番 47条 1号）。
また、2010年内務省令「地方自治体の障害者手当の支給」に基づき、障害者手帳所持者であれば、

















































































「就労継続支援」が実施され（第 5 条 13・14）、A 型と B 型に分類される（施行規則第 6 条 10）。
その他、2016年の障害総合支援法の一部改正（第 65 号）の施行に伴い、「就労定着支援」が 2018






































































































































法定雇用率  ＝ 対象障害者である常用労働者の数 ＋ 失業している対象障害者の数 
           常用労働者数 ＋失業者数 
 実雇用率  ＝ 障害者である労働者の数＋ 障害者である短時間労働者の数×0.5 




 表 2：障害者の算定基準  
週所定労働時間 30時間以上 20時間以上 30時間未満 
身体障害者 1 0.5 
重度 2 1 
知的障害者 1 0.5 
重度 2 1 
精神障害者 1 0.5 
（出典：厚生労働省資料） 

















て障害者一人につき 2万 7千円が支給され、納付金制度の適用対象となっていない労働者数 100
人以下の事業者の場合は、各月の雇用障害者数の年度間合計数が一定数を超えて障害者を雇用








29 障害者数が 5 人以上で全従業員の 20％以上、重度身体・知的・精神障害者の場合は 30％以上であること。 
30 企業グループの場合、親会社が意思決定機関の支配と各子会社で 1.2％以上の障害者雇用を要件としている。 





























該雇用によって法定雇用率を達成する場合に 1企業あたり 120万円が支給される。 
6) 障害者トライアル雇用：原則 3か月間、試行雇用を行う事業者に対して障害者 1人当たり月
額最大 4万円支給される34。精神および発達障害者を所定労働時間が 20 時間以上試行雇用
を行う場合は、月額最大 4万円/1人（最長 12か月間）が支給される。 
7) 障害者職業能力開発コース：設備を設置する場合に要した費用の 3/4が支給され、訓練事業
を実施する場合は運営費用の 3/4（重度障害者の場合は 4/5）が支給される。 
 
 
32 ①8 万円、②27 万～54 万円、③有期→正規 90 万円・有期→無期 45 万円、④月額 4 万、⑤月額 6 万円、⑥一
人当たり 70 万円、⑦講習に要した費用に応じて助成する（最大 12 万円）。 
33 精神障害者の場合は月額 12万円、短時間労働者の場合は 4 万円、短時間労働の精神障害者の場合は 6 万円。 
34 精神障害者の場合は、原則 6ヵ月で、月額最大 8 万円、4か月以降は月額 4 万円支給される。 
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第 2章 日タイ障害者就労制度の問題点 




















表 1：2018年度民間企業の法定雇用率達成状況（全国 13,264企業） 
履行措置 障害者数（人分） 割合（％） 
実雇用 37,684 58.45 
納付金拠出 14,766 22.90 
みなし雇用 12,590 19.53 
合計 65,040 100.88 


























2016 13,151 61,740 33,256 7,657 21,413 100.95 
2017 13,402 62,738 36,206 11,425 16,284 101.88 












サービス、商品の発注 行政・民間 発注費用 報酬 












農地の使用権 行政機関 賃借料 農産物の収益 
社内、機関内の店舗貸付 行政・民間 賃借料 ショップの利益 
テレビ・ラジオの放送権  行政機関 放映費用 自営業の宣伝効果 
商品の販売権 民間企業 送料 商品の売り上げ 
自動車リース 民間企業 賃借料 
修理・維持費 
タクシー業の利益 




ソフトウェアの使用許諾 民間企業 賃借料 使用による収益 
③ 
訓練 


















































2016 15,416 2,303 498 18.11 
2017 12,932 4,469 1,359 45.05 







みなし雇用 合計契約件数 割合 民間企業（件） 国の機関（件） 
便宜の供与 47 1.8% 16 31 
場所の提供 2,270 87.9% 1,080 1,190 
仕事の発注 32 1.2% 18 14 
訓練の提供 182 7.0% 133 49 
その他 51 2.0％ 3 48 


























































としても、一日に 6時間以内、月に 180時間以内、最長 1年という制限がある。 
タイ政府は介助者の訓練を実施しており、介助者の人材育成に取り組んでいるが、介助者とし













月 800バーツ（約 2,400円）しか支給されず、認定されてから支給されるまで 1年もかかる。 
3.3 環境整備 
障害者が町に出て就労する中で移動の制約が大きな障壁となり、図 1からわかるように、環境






























































































































障害種別 2008年の就職件数 2018年の就職件数 10年間の増減率 
身体障害者 22,623 26,841 ＋18.6% 
知的障害者 11,889 22,234 ＋87.0% 
精神障害者 9,456 48,040 ＋408.0% 






























































































 2017 年に厚生労働省が集計し公表した際には、国の機関の達成割合は 97.6％であり、33 機関



































1 割強（13.6%）しかないが、就労継続支援 A・B 型事業所利用者が 2008 年から 2016 年まで 8 年
間で約 5倍となっている。一方で、就業していない障害者の約半数（48.0%）が一般就労を希望し




 A 型事業所については、2010 年度から 2016 まで 7 年間で利用者数が約 7 倍に急増しており、
特に利用者に占める精神障害者の割合は、半分近くまで増えている。一方、厚生労働省は、2018
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第 3章 日タイ障害者就労制度の考察 











西暦 国際 日本 
1947  学校教育法（養護学校に関する規定） 
1948 世界人権宣言  
1949  身体障害者福祉法 
1950 ILO勧告 88号(職業訓練) 精神衛生法 
1954  厚生年金保険法 
身体障害者福祉法改正、精神衛生法改正 
1955 ILO勧告 99号（職業リハビリテーション）  
1958  職業訓練法、国民健康保険法 
1959  国民年金法 
1960  精神薄弱者福祉法、身体障害者雇用促進法 
1961 バリアフリー米基準仕様書 精神衛生法改正 
1964 障害者教育決議 重度精神薄弱児扶養手当法 
1965  精神衛生法改正、理学療法士・作業療法士法 
1966  特別児童扶養手当法 




1968 精神薄弱者権利宣言  





1972  身体障害者福祉法改正 

















西暦 国際 タイ 日本 
1975 UN障害者権利宣言 医療保険施策（低所得者） 特別児童扶養手当法改正 
1976 UN障害者年決議  身体障害者雇用促進法改正 
1978 WHOアルマ・アタ宣言   
1980 WHO国際障害分類試案 医療保障施策（公務員） 身体障害者雇用促進法改正 





1986   国民年金法改正 





1990  年金法（改正） 福祉関係８法の改正 












1995   精神保健福祉法改正 
1999  ○令バリアフリー 精神保健福祉法改正 
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2000   介護保険法 
交通バリアフリー法 








































西暦 国際 タイ 日本 





2008  障害者教育法、精神保健法 
CRPD批准 
障害者雇用促進法改正法 
















2012  ○令公共建築物バリアフリー 障害者総合支援法 
障害者優先調達推進法 











2014  ○規障害者基金 CRPD批准 
2015  ○規障害者みなし雇用  
2016 CRPD総括所見発表  障害者雇用促進法改正 
2018  ○規手話通訳者  























































第 2節 日タイ障害者就労制度の考察 
1. 障害者雇用率制度の比較 
表 1：日タイ障害者雇用率制度の比較 
































（民間 2.2％国 2.5％自治体 2.4%） 
事業者を問わず全て 1％ 





























障害者 1名を 1年間雇用する場合に要する費用に相当すると定められている。 
 一方、日本の民間企業には実際に障害者を雇用することが義務づけられており、未達成企業か
ら徴収される額は、タイと違って被雇用障害者の実際の報酬に基づくわけではなく、不足の障害
















48 タイの最低賃金一日約 1,000 円と計算すれば月 3 万円、年間 36 万円が徴収される。 
49 労働者 100 人以下で障害者を 4％又は 6 人を超えて雇用した事業主の場合は報奨金 2.1 万円が支給される。 
50 実雇用・納付金拠出の場合＝「賃金・納付金額×2」、みなし雇用の場合＝支払った費用額×1、全従業員 6 割















































































就労定着支援  なし ・就労移行支援事業所の 
一部のサービス 
移動・通勤 ・労働省令による公共交通機関の割引制度 ・重度障害者通勤助成金 







































制度 タイ 日本 















聴覚障害者 ・手話通訳者サービス ・手話通訳者の配置・委嘱する場合の助成金 

























































































































































































































































































































































































第 4章 障害者就労制度の展望 
第 1節 国際的な動向 























 日本 ドイツ フランス 米国 スウェーデン イギリス デンマーク 





全体 21.9 25.1 31.8 18.9 26.1 20.8 28.1 
労働 0.3 1.4 2.9 0.2 1.8 - 3.0 
失業 0.17 0.91 1.62 0.19 0.33 0.17 0.0 
障害 1.0 2.1 1.7 1.3 4.1 1.9 4.4 







































52  重度障害者のうち労働生活の参画が困難な者は 3 カウント、職業訓練への斡旋が困難な者は 2 カウント。 
53 連邦雇用庁から公社化した独立行政法人であり、職業紹介事業等労働市場政策の基本運営主体を担っている。 
54 年平均雇用率 3-5％未満：125€／月、2-3％未満：220€／月、0-2％未満：320€／月。 
中小企業の場合、従業員 40 人未満：105€／月、40～60 人未満：105€／月（不足人数２名の場合 180€／月） 
55 厚生労働省資料、自治体国際化協会パリ事務所(2017)参照 
56 ①障害者権利自立委員会によって障害労働者認定を受けた者②労災年金受給者③障害年金受給者④傷痍軍人




































57 ①労働時間が半分未満の労働者の場合②26 歳未満又は 51歳以上の対象者を初めて雇用した場合 
58 ①20～199 人の企業：時給×400、②200～749 人の企業：時給×500、③750 人以上の企業：時給×600 
59 遠山（2001）、川村（2012）参照 
60 川村（2012）は、80%のセンターの工賃は最低賃金を下回っているが、障害者は保護雇用の施設に留まる場合




































































の 5分の 1程度の補助金、②重要障害者を雇用する企業に対して 6ヵ月を上限として賃金の
50％相当の雇用補助金、③障害者が一般企業や公共機関の労働市場で継続して就労することを







63「Sheltered workshop」（保護雇用）ではなく、「Supported factories and businesses」と表現している。 
































































































































源である「Ability One Program」に発展した。2016年時点において、4万 5千人以上の視覚・




































































80 2017 自治体国際化協会パリ事務所資料参照 
81 障害者職業総合センター研究部門資料「ドイツの社会的企業」参照 
82 6 つの大きな福祉団体①Caritas②Diakonie③Deutscher Paritatischer Wohlfahrtsverband④AWO⑤DRK⑥
Jewish Welfare Association によって設立される（EMES：2005）。 



















































導入のための費用の補助金として、一企業当たり 2 年間で最大 35,000 ドルが支給されている。





















86 2013 年国土交通省資料「世界テレワーク事情」参照 
87 令和元年障害者白書 参照 
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